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研究ノート
イギリスの失業統計批判と失業の代替指標
浩岩 井
要 約
失業・雇用統計は、国際的に、主に2つの統計系列一世帯を調査対象にする労働力調査
と失業救済の行政記録による請求者登録からなっているが、各国において、その源泉と作
成方法に相違があり、直接にそれらを比較することができない。雇用・失業統計の国際基
準は、 ILO統計局で定められている労働力調査方式であるが、失業統計と公表失業率の事
実反映性をめく嬬って、国際的論議が展開されており、その方式の意義と限界が問題とさ
れ、失業の単一指標である公表失業率を補足・代替する指標として、不完全就業指標と失
業の代替指標の概念規定が国際的に論議されている。本稿では、歴史的に失業統計（請求
者登録）の先駆をなし、失業統計の意義と限界の批判、隠された失業と本当の失業の推
計、失業の代替指標の開発について論議が積み重ねらいれているイギリスの事例をとりあ
げ、批判統計学の視点から、若干の考察をおこない、残された研究課題を明にする。
キーワード：失業統計；労働力調査；請求者登録；公表失業率；隠された失業；本当の失業；
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I はじめに一問題の所在一
（1）失業・雇用統計は、国際的に、主に2つの統計系列一世帯を調査対象にする労働力調
査(LaborfOrcesurvey:LFS)と失業救済の行政記録による請求者登録(Claimantcount:
CC)[CCは、一般には求職登録と訳される場合が多いが、求職・非求職のCCがあるので、
請求者登録の用語を使用する〕－からなっているが， 、各国において、その源泉と作成方法
に相違があり、直接にそれらを比較することができない。失業率の国際比較の試みとして
は、 2つの統計系列の比較が可能なように、一定の調整・加工されているOECDの標準化
失業率(StandardizedUnemploymentRates:SUR)がある〔岩井(1992b)]のSURの説明、
参照〕・雇用・失業統計の国際基準は、 ILO統計局で定められている労働力調査方式である
が、失業統計と公表失業率の事実反映性をめく癖って、国際的論議が展開されており、その方
式の意義と限界が問題とされ、失業の単一指標である公表失業率を補足・代替する指標とし
て、不完全就業(underemployment)指標と失業の代替指標(alternativemdicatorsof
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unemployment)の概念規定が国際的に論議されている
労働力統計は、アメリカにおける1930年代のニューデイール政策、特に失業救済と失業救
済調査の過程において労働力調査方式として形成され、 1940年合衆国人口センサスにおいて
実施された。第2次大戦後、完全雇用政策の手段として労働力調査は体系化され、ILOにお
いて雇用・失業統計の国際基準として採択され、各国にその実施が勧告されている。EC諸
国でも、EC共同体の統一的労働力調査が、1973年より隔年、1982年より毎年、実施される
ようになった。イギリスでも、EC共同体の統一的労働力調査が同様に実施され、1992年よ
りは四半期毎の詳細調査が実施されている。
労働力統計の基本的形態は、アメリカの1930年の大恐慌と「ニューデイール」の失業救済
政策の遂行過程で形成され、 1940年の合衆国人口センサスで、その確立をみた労働力統計
は、その後「完全雇用」政策への転換過程で、再編成され、大戦後は、 ILOの国際基準とし
て採択されるが、その基本的枠組みは変更されることなく、今日まで継続している。労働力
統計は、今日まで、 「ニューディール」の雇用政策、失業救済政策の歴史的母班を残存させ
ている。WPA(雇用促進局）の失業救済調査は、連邦、州及び市の調査機関と協力して実
施されたが、その過程において、労働力調査の基本的概念と方法が形成され、一定の期間
(調査週）における労働力状態、すなわち労働力人口（就業者、失業者） と非労働力人口の
諸範晴と諸規定が定式化された。労働市場への労働の参加（求職）の可否によって、失業者
の3条件（仕事がない、積極的に求職、かつ仕事があれば就業可能）が規定された〔岩井浩
(1992a)、参照〕･
労働力調査の基礎にある失業概念（失業の3条件、等）の規定は、歴史的には、その先駆
としてのイギリスの失業救済と失業統計（請求者登録）の形成と発展、特に失業保険法
(1911年）の成立と失業給付の対象の規定において、形成されていたとされる。イギリスを
初めとして、社会保障、失業保険システムが早い時期から整備されていた西ヨーロッパ諸国
では、失業給付の請求者登録が、主要な失業統計として作成されてきた。
調査週の現在人口の活動状態すなわち一定年以上の人口（労働力人口、経済活動人口）の
就業・不就業状態を把握する労働力調査の基本的概念区分一労働力人口（就業者と失業者の
諸区分） と非労働力人口（就業希望で求職しない層、特に仕事がないと思って求職をしない
求職意欲喪失者層の諸区分)、および労働力人口と非労働力人口の範嶬の境界区分一が、経
済のサービス化等による産業構造の急速な変化と失業・不安定就業の増大、その就業形態の
多様化により、暖昧となり、労働力調査が現実をどこまで捉えているかが問題とされてい
る。労働力調査における公表失業率の単一指標を補足、代替する指標として、各種の失業の
代替的指標が開発されている。失業の代替指標によって、潜在化されている（隠された）失
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業の幾つかの側面（特に女性の就業・失業において）を顕在化させ、失業構造をより体系的
に把握することができる。
ILOを中心に論議されている不完全就業の概念と指標では、近代的労働市場を対象とした
先進国をモデルに関する労働力調査と失業率指標の体系（完全雇用の目標指標） と並立し
て、農業等の潜在的過剰人口を対象として後進国をモデルに関する不完全就業指標の体系
が、論議されていた。先進国における産業構造、雇用構造の変化と失業、不安定就業の増大
とその形態の多様化は、労働力調査と不完全就業指標を別々の体系として扱うのではなく、
同一の枠組みで論議するようになり （1982年のILO第13回国際労働統計家会議、略称
ICLS)、1998年の第16回ICLSでは、労働力調査の同一の枠組み（調査項目と統計）での失
業率と不完全就業指標の統一的把握の提案がなされるに至っている。主に短時間就業者
(パートタイム） と転職・追加就業希望者を指標とする顕在的不完全就業指標の測定が論議
され、現代の不安定就業の一つの形態を測定する試みとなっている。不完全就業指標論は失
業の代替指標のベースになる論議である（参考文献IのILO関係、参照)。
労働力統計は、その成立期からロングの批判[Long,C､D.(1944)]、バンクロフトの批判
[Bancroft,G・(1958)]、半就業指標論からの批判<[Levitan,S.A.&Thggart,R.E・(1974)]、
[Sullivan,T.A.(1978))、[Vietotisz,〃αJ.,(1975)]>、等において、公表失業率の意義と限界
が指摘され、失業率を補足・代替する指標の開発がすすめられてきた〔岩井浩（1992）
(1999a)、参照〕･失業の代替指標の国際比較は、1976年にアメリカ労働統計局(BLS)に
よって公表された「7つの失業指標」 (U指標）をベースにしている。U指標は、U5の公表
失業率を補足・代替する指標として、U1-長期間失業率（失業期間･15週間)、U2-非自発
的失職失業者率（失業者の求職理由)、U3-世帯主失業率、U4-フルタイム失業率（フルタ
イムの求職の失業者）からなる公表失業者（顕在的失業）の関連指標とU7-広義の労働力
不完全利用率（求職意欲喪失者)')の非労働力指標、U6-狭義の労働力の不完全利用率（非
自発的パートタイム）の不安定就業指標（非自発的パートタイム＝経済的理由のパートタイ
ム就業者はパートタイム求職失業者の一種とみなされている）から構成されている。U指標
の国際比較は、BLSによって積極的に進められるとともに、OECD統計局によって、BLS
の研究を基礎に新たな失業の代替指標として、 「U指標型尺度」が試算、公表されている。
それは、失業関連指標として、①失業者、②求職意欲喪失者、③非自発的パートタイム就業
者の規定と推計をおこない、その総計を失業の「補足尺度」とするものである（参考文献I、
参照)。
日本についても、岩井、渕本によって、 日本の失業の代替指標(U指標）の試算がおこな
われ、国際的にも日本のU7(求職意欲喪失者）の高さ、特に女性のそれが異常に高いこと
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が明にされるとともに、U指標の男女格差が大きいことが示めされた〔岩井浩(1999a)
(2000)、渕本知沙(2000)、参照〕。
（2） イギリスでは、 2つの失業・雇用統計すなわち失業給付の請求者登録(Claimant
Account:CC)と世帯を対象とする労働力調査(LabourForceSurvey:IFS)があり、政府統
計局の『労働市場動向』誌に公表されている。イギリスにおいて、失業救済の手段として形
成された失業統計、特に請求者登録統計（失業救済関連給付の請求者の登録記録＝行政記録
の産物）は、欧州諸国の中でも、歴史的に重鎮をなす統計である。請求者登録によるイギリ
スの失業統計は、失業給付に関する政府業務の記録としての業務統計であるので、政府の社
会保障政策の変化、失業関係給付の規定の行政的変更にともない、失業の規定とその範囲
は、政策的に変更され、請求者登録統計の対象反映性、連続性が問題にされてきた。このよ
うな状況において、政府統計局(OfficefOrNationalStatistics:ONS)によって労働力調査が、
その規模、継続性、その方法においても発展させられ、労働市場研究の関係者や政府統計関
係者からの要望により、労働力調査は失業統計の基本数字（ヘッドライン数字）に据えられ
ている。雇用・失業統計の国際基準は、 ILOの定義と方法を基準とする労働力調査である
が、他の欧州諸国と同様に、イギリスでも労働力調査は、 1979年より、ECの統一的な労働
力調査の一環として初めて実施された。その後、労働力調査は、 1984年より毎年、1992年よ
り四半期毎に継続して実施されてきた。
社会保障の取り組みが世界に先駆けて実施されたイギリスでは、失業統計は、貧困救済、
失業保険等の社会保障の諸施策との関係で形成、発展した。救貧法時代の貧困救済と無職者
(jobless)、労働組合の救済事業としての失業救済と失業統計、産業革命と資本主義の発展、
近代的な賃金労働者と失業者の成立、失業保険制度と請求者登録統計の発展、両大戦間にお
ける失業統計の変遷、戦後の失業保険制度と失業統計の変遷、発展、等々である。イギリス
における失業統計、請求者登録統計の基本的概念と方法の形成の歴史的考察は独自な課題で
あり、今後の重要な研究課題の一つであるが、 ここでは、若干の基本的な論点について触
れ、今後の幾つかの研究課題を示しておく。
N.ホワイトサイドは、イギリスの失業の歴史に関する代表的研究である『不況の時代』
(Bad'IYmes)(Whiteside,N.(1991)]において、19世紀末の救貧法による公的救済と失業
救済の関係、任意の労働組合の共済事業から強制的国家の失業保険制度へ転換過程を詳細に
述べているが、失業者の概念の規定に関する説明を要約すると、以下のようになる。
19世紀末には、救貧法の対象である公的救済の救民(paupers)は、さまざまな理由の救
民が存在していた。救貧法の外にいる救民としては、老齢の救民と失業者がおり、資本主義
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の成熟とともに、失業救済が重要な問題となり、失業者の規定と対策が課題とされた。失業
者は、単に「仕事を見出すことができないという主張では」失業者になれない〔単に自己的
な理由（怠惰、無能、劣悪な労働習慣、等）では失業者の資格がない〕 とされた。 「イギリ
スでは、失業は、常に社会的援助への無職者の権利を決める失業登録に基づく行政手続きに
よって規定されている｣。19世紀末、失業者(theunemployed)を無職者6oblessoroutof
wo'k)の他の形態と区別する一定の基準を定めることが試みせられた｣。失業は、一般に、
経済変数の一つと解釈されるが、 「それは…一つの社会的、政治的構成物であった」 （同上、
pp.50-51)｡1880年代、チャールズブースは、「貧困が、個人の弱さに起因することとフル
タイム雇用に就業することを希望していて、かつ仕事をみいだすことができない常用の労働
者とを、ある程度、区別」しようとした。そして「過酷な救貧法は、失業者達を処理するに
は妥当ではなくなったことが、次第に明に」なり、救貧法と並んで、労働組合の救済事業が
開始され、 「多くの労働組合は、疾病者または失業者である組合員に給付を与えた｣。 しか
し、 19世紀末の労働組合組織は、限られた産業部門と熟練労働者の組織に著しく限定されて
いたので、制約のあるものであった。 「1886年から、毎年、労働組合団体により公表されて
いた最初の失業数字は、 これら給付を提供していた労働組合から支払われた『給付』から作
成された」ものであった（同上、 pp.51-52)。
当時の貧困救済においては、無職者6obless)と失業者(unemploymentortheunemployed)
は、未分離、未分化の状態にあり、貧困救済と関連して、 「仕事がない状態」を「無職」ま
たは「無職者」 (joblessoroutofjob)と呼んでいた。近代的意味で失業概念、失業者の規定
がなされるのは、資本主義の成熟と機械制大工業の発展、労働市場の形成と近代的労働者の
成立を背景に、産業予備軍に関連して失業者概念とその測定が課題とされ、仕事がない、求
職活動、労働可能・就業可能、等の失業者の諸条件が定められた。 1987年の労働者補償法、
1905年の失業労働者法（｢労働者を救貧法の外で救済する｣)、1909年の職業紹介法（施行は
1910年）の労働関係法の整備を経て、1911年に失業保険法が成立し、労働組合の任意の救済
事業から強制的な国家失業保険制度へと転換された。失業保険の給付との関係において、失
業者の規定が検討されたが、 「失業者は、基本的に、肉体的にその仕事に就業できる仕事を
求職している者」と規定された（同上、 p.53)。失業保険法の導入により、「個人の管理の届
かない景気変動、季節調整、同様な状況によって、失業者は、仕事なしで、短期の、一時的
な期間、苦痛をうける、常用の雇用者（それを証明するために、支払いの記録が必要)」規
定された（同上、 p.63)。
失業の測定方法と関連資料の綿密な歴史的考察をおこなったW.R.ガーサイドの研究
[Garside,W.R(1980)]では、同書の最初の章で、失業の概念規定とその測定方法に関連
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して、 J.A.ホブソン所説を引用している（同上、p.9)｡J.A.ホブソンは、資本主義の成熟と
失業の諸規定の関係に焦点をあて、 「失業の産業的病弊の性質と規模を明確に理解するため
に、 『失業」 (6!unemployment'')を、社会的視点から考察される労働力の浪費(waste)と関
係づけることを試みる。この方法は、チャールス・ブースが『剰余（労働）の総数が失業の
真の尺度であると言おう』 とした見解と一致する利点」をもつと規定している [Hobson,J.
A(1895),pp.1-2,(1986) p.415]彼はまた、当時の労働組合救済事業（失業手当の給付）の
記録としての失業の測定について、 「『失業者』の正確な統計的測定、 または、一定の時点で
の「仕事がない」 (outofwork)者の総数の厳密な推定は､現在では不可能である」[Hobson,
J.A.(1895),p.11]と述べ、失業の測定、失業統計の諸問題にも言及している2)｡
またW.R.ガーサイドは、1911年の失業保険法の成立、1920年の失業保険法の改定を経て、
｢職業紹介所によって提供される情報は、 もちろん失業の正確な測定をあらすものではない」
[GarSide,W.R(1980),p.28]が、一定の発展を遂げ、その基礎にある失業概念の「公式の定
義は、働くことができ、就業可能であり、相応の雇用に就くことができず、本当に求職して
いる者から、保険を掛けるのにふさわしい雇用に正常に就業している者の間にある」 〔同上、
p.32)としている。 19世紀末の貧困調査、失業調査および労働関係法の整備、1911年の国民
保険法一失業保険法と健康保険一の成立、 1920年の失業保険法の改定、両大戦間のその変容
の過程における失業概念の形成と展開については、失業保険法と失業給付の具体的規定、そ
の手順の改変、請求者登録統計の作成・公表に関する一連の失業救済関係の調査研究の独自
な考察が必要である。 〈参考文献IIの1,[Gibbon,I.G.(1911)]、[Mills,F.C.(1917)]、
[Cohen,J.L(1921))、[Morley,F.(1922)]、[DaviSon,R.C.(1929)]、[Beveridge,W.
(1934)〕、[Hake,A.E.(1934)]、[Tillyard,F.(1949)]、等々、参照｡>
（3）失業と困窮に関する統計の歴史的研究の事例は、後に言及されるラディカル統計学グ
ループ(RSG)のH.サウスオールの研究[Southall,H.(1999)]にみられる。ここでは、そ
の要旨に触れるにとどめるが、彼は、 19世紀半ばから1世紀半に及ぶ失業と困窮の記録（統
計系列）を吟味し、救貧法と失業救済、貧困救済、労働組合の救済事業と失業統計（労働組
合統計系列)、両大戦間における失業保険法の成立（1919年）と「任意加入の労働組合の救
済事業から強制的な国家救済事業への転換」とその変容、現代の失業と労働市場の変動を考
察している。彼は次ように課題を提起している。 「1912年以来，失業率は利用可能であり，
職業紹介所と国民保険システムを通じて収集作成されている」が、 「取り上げる対象は…
過去150年にかかわっている。これほど長期間にわたる困窮のタイミングと地理的分布を，
どうようにすれば最もよく研究することができるだろうか。これは部分的には資料の問題で
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あるが， また同時に統計と統計が記録する社会の変化との関係について広範囲の諸問題を提
起している」 （同上、 p.350)。失業統計は、初期には、労働組合の失業救済事業における失
業給付の記録から作成されたが、それは、当然に労働組合組織のカバレッヂによって制約さ
れていた（初期の労働組合は、限られた産業部門の熟練工の組織であった)。また救貧法の
対象である救貧(pauperage)の数は、救貧法による貧困救済のあり方に依存していた。
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図I-1イギリスにおける失業と救貧(1850-1996年）
（注） 1851-80年の労働組合系列は､MichelandDeane(1962)から、それ以後は「イギリス労働統計歴史
的概要』 （雇用・生産性省､1971年）から引用している。救貧法系列はWilliams(1981、表4，5)か
ら引用している｡1913-39年の成人の国民保険系列は「イギリス労働統計」（表160）から作成。全労
働者の国民保険系列は（1939-47年）『イギリス労働統計』 （表161)、（1948-68年）『イギリス労働統
計』 （表161)、それ以降は、「社会動向」誌と 『エムプロイメント ・ガゼット』誌からか引用。最後
の系列は、 イギリスの男女についての月例請求者数の年平均である。
(出所)Southall,H.(1999),Figure40.1,p.351.
Hサウスオールは、図I-1にみられるように、「1914年以前には，労働組合の統計系列
はほぼ規則的に変動し， 8～10年ごとにピークー景気循環一を示しているが，救貧は，1870
年代には加速されるが，全体として緩慢な減少傾向を示している。ただしその中にも循環的
ピークがあって； それは失業のピークよりも平均して1年遅れていることを見て取ることが
できる。 1860年代初頭の救貧法の統計系列のピークが最も高い」と、失業と救貧の統計系列
を説明している。ここで扱われている「データは， 2つの非常に違った救済システムの記録
である。救貧法〔統計系列〕は，主として農業労働者の家族を救済することを意図してお
り， ほとんどの労働者が番種期と収穫期にだけ完全に雇用される地域によく適合していた。
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…その救貧法システムは地方財産税によって資金がつくられていたので，地主が冬期に集団
的に彼らの労働力を支援するメカニズムであったと考えられる。逆に北部の都市では， その
システムはさんざん嫌がられた末に強制されることになり，絶望しきった者が最後に行きつ
くところとして役立つにすぎなかった。…失業のピークと救貧のピークがずれるのはこのた
めである[(Southhall,(1991)]」と説明している。
彼は、 「長期間の統計利用は、固有の， より深い問題がある。統計は社会的生産物であり，
社会が変動するにつれて，社会統計の意味も変化する。…われわれは， 1851年から現在まで
● ●
のイギリスの失業を図示できるであろうが， その期間における雇用の大きな変化は失業の測
定にも影響をあたえているにちがいない。 1911年以前の統計についての表面的な批判は，そ
れがある部門の労働組合員しか含めていないということにある。しかしほんとうの問題は失
業が他の部門でも意義のある概念であるかどうかということである。農村の地主は救貧法を
通じて，製粉所や炭坑の所有者は短時間操業短縮を通じて， それらの地方に配置された労働
力を維持しなければならないことを知っていた。一方，都市の貧困者は， われわれが『雇
用』 として理解している地位を継続するのは稀であり，最悪の不況期においてすらどうにか
して所得を手に入れて，彼ら自身の生活を何とか維持なければならなかった。彼らは飢えて
死ぬことはあったかもしれないが， 『失業者』ではなかった」 （同上、 p.357)ことを鋭く指
摘している。失業と救貧の統計系列の背後には、救貧法と労働組合の救済事業という2つの
異なった救済システムが作用していた。救貧法は、主に農村地域の貧民や農業労働者の救済
を対象としており、労働組合は限られた産業と熟練雇用の組織であったので、一般に低い技
能しかもたない都市の労働者の多くは、労働組合にも使用者にも頼ることができず、最悪の
場合は救貧法に頼れたが、多くの場合、転々と職を変え、喰いつないでいた（薪の収集と販
売、使い走り、一時的な売春婦、等々)。それは、雇用(employment)といわれるものでも
なく、失業者でもなかった。社会的生産物しての統計数字は、それが生産された歴史的社会
的規定を受けている。統計数字をその歴史的社会的諸規定との関係において、吟味・検討
し、解釈することが重要であることが示されている。
（4）本稿では、 イギリスの失業統計批判と失業の代替指標にテーマを限定して、批判的統
計研究者の諸論点を紹介、考察する。イギリスにおける批判的視点にたつ統計研究、 またそ
の流れで大きな役割を果たしているラディカル統計学グループ(RadicalStatisticalGroup:
以下、RSGと略称する）の研究における失業統計批判と失業の代替指標に関する若干の諸
見解の概要をみる（参考文献IIの4、RSG関係の文献、参照)。イギリスには、ウイリア
ム・ペテイ (W.Petty)の「政治算術」以来の社会統計学の伝統があり、その批判的流れを
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汲むものの一つとして、RSGの研究活動がある。イギリスにおいて、統計を社会的生産物
の一形態とみなし、統計批判とその科学的利用、等を掲げたRSGが、1975年の発足以来、
民主的科学者運動の一環として、運動の発展と挫折を経験しながら、 20数年にわたり独自な
研究を発展させてきた。
RSGの基本的な理念と方法、統計の吟味・批判、その批判的利用の視点は、その創立期
に出版された共著Irvine,I.MilesandJ.Evans(ed.)De"り1s鮒蝿Socia！S"iS"cs,1979(伊藤、
田中、長屋訳『虚構の統計一ラディカル統計学からの批判』梓出版、 1983年）によって、そ
の概要を知ることができる。 1999年に、25周年記念として、RSGの共同研究の成果がD、
DorlingandS.Simpson(eds.)S如施"csj"Soci""eA"肋"02"cqf〃"だcs,Amold,1999とし
て刊行された。前著〔伊藤、田中、長屋訳（1983)〕では、RSGの基本的理念と方法につい
て詳しく説明されており、 I部社会統計の歴史的把握、 II部知識と数、Ⅲ部統計と国家、
Ⅳ部統計の活用、V部結論から構成されており、統計の歴史的考察、その理論と方法の検
討、社会的生産物としての政府統計の吟味・批判、統計利用の方法論的批判が体系的に述べ
られている。本書[D.DorlingandS.Simpson(eds.)(1999)]においても、前著の「統計実
践及び一般的には科学的実践への4つの批判的見解」が引用され、前著の理論と方法を本書
が継承していることが説明されている。
前著によると、第1に、反統計、統計の否定を招く 「反科学的アプローチ｣、第2に、科
学技術の発展に代案を提起する「代替技術アプローチ｣、第3に、科学・技術者の社会的責
任（原爆開発と科学者の社会的責任、等）問題とする科学における「社会的責任アプロー
チ」 （統計は中立であり、非社会的知識と技術の集合体であるとみなされ、単に統計の使用
と誤用のみが問題とされている。その代表として､W.J.ライヒマンの『統計の利用と誤用』、
D.ハブの『統計でウソをつく方法』等が引用されている）があるが、これらのアプローチ
はいずれも一定の範囲で有効性があるが、ある面では反科学的であり、 また科学的に不十分
であると批判されている。そこで第4の急進的科学アプローチ(RSGの基本視点）が提起
され、統計は中立ではなく、社会的生産物であり、統計は歴史的に社会的に規定されている
とみなされる。資本主義社会では、科学の中立性は保たれず、科学の産物は資本主義社会の
基本性格と結びついているとされる（〔伊藤、田中、長屋訳（1983)〕第Ⅳ部、pp.324-380、
参照)。本書でも、 これらの「統計実践及び一般的には科学的実践」への4つの見解に継承
され、第1から第3の「3つの見解が、特定の環境においては政策や実践に変化をもたらす
点では成功であることを認めつつも、 さらに進んで、 もし統計が社会の産物であるならば、
それは中立ではあり得ない」ことが指摘される(D.DodingandS.Simpson(eds.)(1999)
p.414]・社会的生産物としての統計の生産（作成）と利用にかかわる統計の歴史的・社会的
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規定性の諸問題（政府統計の場合には、政府統計の生産・利用を規定する政府の政策目的、
行政手順と行政組織、その歴史的変遷、等）が統計研究の対象にとされる [Statisticsin
Societyの巻末の参考文献には、RSGの著作リスト、RSG会員の研究業績リストが収録され
ている〕3)。
またRSGの本書と関連して、イギリスの社会統計の共同研究書RuthlevitasandWillGuy
(eds.)肋ｵ”〃""gQ""S如施"cs,Roudedge,1996がある。本書は、RSGのメンバーのも
参加した執筆陣によって、イギリスの社会経済統計の基本問題一統計改革の経緯と批判・評
価、貧困、失業、社会階級、健康、労働災害、働く婦人、民族性、障害者、犯罪、にかんす
る理論と測定の諸問題のサーベイ論文集であるが、統計批判の視点からのイギリスの社会統
計研究の基準文献となっている。本書の3章、R.Levims,FiddlingwhileB面tainbum？
6Measurementofunemployment'[L vitas,R.(1996b)]の失業測定をめぐるサーベイ論文は、
本稿で取り上げる基準文献の一つである。
II 失業統計の吟味・批判
失業救済保険の行政記録による請求者登録(Claimantcount)は、行政記録から作成され、
公表されている業務統計なので、調査統計としての労働力調査と比較して、速報性、経済
性、地域性に優れているのが特徴されている。特に、標本調査法による労働力調査は、標本
の代表性から、小地域の統計の作成が難しいのに対し、請求者登録では、小地域統計の作成
が容易なことが評価されている。 しかし、政府の日常業務の記録としての請求者登録は、政
府の時々の政策によって制約されてあり、社会保障の諸施策、失業保険行政の改変、保険業
務の変更によって、請求者登録における失業者の規定とそのカバレッヂは変更され、統計の
代表性、継続性が常に問題にされてきた。
イギリスにおける失業統計、特に請求者登録統計に対する批判は、 1979年にサッチャーが
政権を握った時の公式の失業レベルは129万9,300人、それが1982年1月には、300万人に達
した。サッチャー首相は、失業の水準は「労働組合の力の程度と関連している｣、 また「過
去の人員過剰と非効率性を反映している」という新保守主義の理論にたち、民営化、合理化
を推進したので、経済政策、社会政策の手段として、失業率の事実反映性が問題となり、政
府の失業統計、失業率への批判が著しく高まった。 1970年代以降のイギリスの失業統計、失
業率の批判にかんする論文の多くは、失業保険給付に関する請求者登録統計の吟味・検討に
関するものである。サッチャー首相の命令で、 レイナー卿(SirRayner)を長として、政府
行政組織の合理化が検討され、その報告書（｢レイナー報告｣）の一つとして、1980年に『失
業している国民への給付の支払い』 [RaynerScrutiny(1980)]4)が公表され、それを受けて、
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請求者登録の大きな改変がおこなわれた｡1982年10月までの職業紹介所への失業登録の資格
は、①失業(unemployment)、②労働能力があり、③就業可能(capableandavailablefOr
wo'k)であり、職業紹介所での求職者の数が請求者登録の数として算定されていた。1982
年11月よりは、登録のコンビュター化にともなって、職業紹介所への失業給付の登録が必須
要件とされ、請求者登録の数は大きく制限された。 1970年代から80年代にかけての初期の失
業統計論争く部局間作業部会報告[ReportofanlnterDepartmentalWoIkingParty(1972)]、
J・ウッド[Wood,J.B.(1972)(1975)]、W.R.ガーサイド(Garside,W.R(1980)]､J.ヒュー
ジ[Hughes,J.J.(1985)]、等の論議>5)とその後展開されている今日の失業統計論争におい
て、検討課題となっているのは、統計制度の民主的改革をめく翻る論議である。 1970年代～80
年代の保守党政権下における行政の合理化（｢政府の浪費と非効率性」の取り組み）によっ
て行政組織と統計組織の削減政策がすすめられ、統計組織の政府機関への従属化と公共性、
中立性が危機にさらされ、 「政府のための統計」の政策が押し進められた。それは、前述の
1980年初めの一連の「レイナー報告」として公表されており、 「レイナー報告」の批判的検
討[Revitas,R(1996a)のサーベイ、参照〕と統計制度の再検討がおこなわれている。 1997
年の労働党政権の誕生とともに、統計制度改革が進められ、 「公開性と信頼にもとづいた政
府と公民との新しい関係」を基礎にする「公民権のための統計」の確立を目標に統計の民社
的改革が押しすすめられている。これらの政府統計批判と統計制度改革の問題の検討も重要
な課題である6)。
1 請求者登録統計の検討
(1)R.レビタスのサーベイ論文[Levitas,R.(1996)]では、請求者登録について、以下の
概要が説明されている （同上、pp.46-51)。請求者登録は行政的尺度であり、失業保険の登
録、 また失業の根拠としての所得支持や国民保険への登録のコンピュータの記録から公表さ
れている。請求者登録は、国の行政記録なので、速報性、経済性、地域性に優れているが
(特に労働力調査は標本統計なので、小地域別の統計表章ができない)、国際比較ができない
ことと最大の弱点は、 「カバレッジが行政規則に依存しており、行政システムが変わるたび
に変更するので、統計の連続性がない」ことにあるとされる。請求者登録の「非連続性」
は、失業給付の資格可能についての行政による制限に問題あり、ホワイトサイドの『不況の
時代(Bad'11me)』で論述されているように、1930年代の事例と同様に、1980年代に事例が
おきている(Whiteside,N.(1991)pp.72-85)。
大蔵省と社会保障省の対立があり、 「請求者登録の範囲（カバレッヂ)」が問題とされ、請
求者は、 「登録がなされる各日に、失業していて、働くことが可能であり、かつ就業可能で
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あることを宣誓すること」 [Levitas,R.(1996)p.47-48)が要求された。また失業者の多くが、
年金資格者や既婚女性などのように、各種の失業保険給付の資格がなかったことが指摘され
ている。 1982年以前は、給付の請求者が失業者であったが、1982年以降は登録者でないと失
業者に算定されなくなった（給付の資格があるかないかにかかわらず)。1984年夏、さらな
る改訂がおこなわれ､給付の資格が大きく制限され､給付の受給の厳正な基準が導入された。
1989年の社会保障法の改正では、求職者登録は、就業可能であるばかりでなく積極的に求
職していたことを証明することが追加された。また1990年4月に、新「雇用サービス」局
は、 13週を越えた失業者に積極的求職のチェックのための新相談インタビユーを導入した
[Bryson,A.andJacobs,J.(1992),p.16]｡1996年に求職者手当(Jobseeker'sAllowance)と求
職者同意(Jobseeker'sAgreement)が導入され、給付が制限されるとともに、6カ月をこえ
るすべての者は、資産調査がおこなわれた。 〈文献IIの2,[Jobseeker'sAllowance(1994)]
から [Bames,M.andRavell,M.withLakhani,B.(1998)]に至るJobseeker'sAllowance関係
の文献、参照。これらの請求者登録とJobseeker'sAllowanceとの具体的な関係の研究も課
題である｡>P.クレッグの研究[Gregg,P.(1993)、'Inble2,p.259]では、1979年～89年に
かけての行政的手順の変更による失業登録の算定方法の変更に、 30回を越える回数があった
ことが、一覧表示されている。
(2)RSGのRトーマスは、論文「ILO失業と登録失業：事例研究」['IYlomas,R.(1998)]
及び論文「失業・雇用統計の政治と改革」 [Thomas,R.(1999)]において、請求者登録にお
ける行政的変更、連続性の問題、請求者登録による失業の現実反映性の問題を検討し、請求
者登録をめく、る政策的動きについて、次のように説明している。
「1980年代と1990年代の請求者登録から他の形態の社会保障給付への密かな動きが続いて
いる。この動きは、シェフィールド・ハーラム大学で行われた研究で裏付けられている
(Beatty〃α瓜,1997)｡80年代と1990年代初頭には、職業安定所は請求者登録を減らすため
に、請求者を就労不能給付に変えることが奨励されていた（同上、 p.13)｡1981年から95年
の時期に、長期疾病給付を受けたと記録された人数は、 60万人から180万人に増加した（同
上、p､11)。マーサーティドフィル、リバプールとタインサイドのような地域では、労働年
齢人口の男性の20％以上が就労不能者に分類されている（同上、p.14)。シェフィールドの
研究チームは、地方のより豊かな地域の労働年齢人口のうち、長期疾病に分類される人の割
合と比較して、 1997年1月には長期疾病の全国の「超過」〔本来の長期疾病者にあたらない
者〕は130万人であったと推計した（同上p.23)｣。このベアテイ達の研究は、次節で、さら
に考察される。 トーマスは、 また「この『密かな動き』 という用語は正しいようにみえる。
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王立統計協会は、教育雇用省と緊密に協力して、 1995年に失業統計報告(WorkingParty,
1995,p.405)を提出した。しかし王立統計協会のこの報告は、 この動きに気づいているとう
証拠を示していない。また翌年に提出された議会の特別委員会の報告も同じである」と述
べ、請求者登録の政治的動きをめぐって相克があることも指摘されている[Thomas,R.
(1999)p､325]。
R､トーマスは、 さらに請求者登録をめく､る「政治的統計的背景」には、サッチャー政権
下の統計行政の改革があり、 「レイナー報告」として公表された。その報告書による統計行
政の合理化が進められ、それが政府の行政と政府統計家をいかに歪めたか、描いている7)。
このように、請求者登録系列は、政府の行政目的に規定されて、一定の政治的統計的限界を
もっているが、それが現実に失業給付の請求者登録者の数を測定している側面において、
｢登録が信頼できるのは、その短期の変化が労働市場の状況の変化を敏感に反映しているか
らである」 とR.トーマスは評価する。また請求者登録は地域別に細部にわたって利用でき
ることも利便とされる。 しかし同時にまた、彼は、論文(Thomas,R.(1998)]において、
請求者登録のカバレッジの問題について、次のように指摘している。失業の伝統的概念で
あるケインズ理論では、 「非自発的失業概念は、請求者登録システム」に依拠しており、 「失
業人口は、家族の稼ぎ手である男性であることが想定」されている。確かに請求者登録シス
テムは男性に限定されていなが、 しかし、現実には、雇用されていない女性は、国民保険料
の分担の外におり、失業給付の資格をもたない。 『所得支援』 (incomesupport)の形態での
社会保障システムが拡充されているが、 これがまた社会保険の意義を暖昧にしている」と批
判している （同上、p.9)。若年層、老齢層、退職者（多くは早期に退職する傾向がある)、
等も同様であることが指摘されている。
2 労働力調査の検討－2つの統計系列のリンケージ
ILO基準（国際基準）である労働力調査は、イギリスでも1992年より毎年四半期毎に詳細
調査がなされており、労働力調査を雇用・失業統計の基本統計に設定する動きがみられる。
請求者登録によるイギリスの失業統計は、上でみたように、政府の社会保障政策の変化、失
業関係給付の規定の行政的変更にともない、失業の規定とその範囲は、政治的に政策的に変
更され、請求者登録統計の対象反映性、連続性が問題にされ、政府の失業統計への批判と反
批判がなされてきた。このような状況において、政府統計局は、 1992年以来、労働力調査の
規模、継続性、その方法を発展させ、 より詳細な調査結果を公表させ、労働市場研究の関係
者や統計研究者らも、労働力調査を失業統計の基本数字として設定することが推奨されてい
る。労働力調査の詳細は、政府統計局『労働力調査ユーザーガイド』 （全10巻)(ONS
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(2000)]および『労働力調査一歴史的補足1984-1998(春の四半期)｣1999年版[ONS
(1999b)]でみることができる。
王立統計協会雑誌の失業統計の検討論文で、P.クレッグは、請求者登録統計と労働力統
計と比較検討して、労働力調査に一定の評価を与え、失業統計の基本に労働力調査をすえる
ことを提案した[Gregg,P.(1993)]｡1995年4月に公表された王立統計協会(RSS)の「失
業の測定に関する報告」においても、請求者登録統計と労働力調査統計の問題点（長所、短
所）を検討し、 「失業の主要な算定(headlinecount)はLFS(労働力調査）と国際的に承認
されているILO規定に基づくべきである」という結論をくだしている[RSS(1995),p.389)。
しかし1995年6月に、雇用省は「労働力ベースの尺度はあまりにも費用がかかりすぎる」と
発言(Guardianl2Junel995)したりしていた。このような動向の中、統計制度改革が推進
され、 1995年7月に、雇用省は廃止され、その機能は、貿易・産業省と教育・雇用省に分割
され、雇用省の統計家は政府統計局(CSO)に移籍させられた。政府統計局は、ILO基準の
労働力調査を四半期別別に公表し、 さらに労働力調査統計と請求者登録統計のリンケージと
拡充[Pease,P.(1997)]を計っている。居住地の失業率としての労働力調査基準と勤務地
の失業率としての請求者登録基準の整備[Williams,T.andMorgan,J.(2000)]、また労働力
調査を全国規模だけでなく、地域の標本を拡大することにより、地域指標としての労働力調
査の発展、等を企画している （『労働市場動向』誌、等） 〔政府統計局(ONS)関係の刊行
物、論文等については、参照文献、 IIの3、参照〕
労働力調査と請求者登録との比較研究は、 1995年の政府統計局への統合以前は、労働省統
計サービス部、統合以後は、政府統計局労働市場部が担当しているが、 2つの統計の比較研
究は、 1992年までは「雇用広報」誌(EmploymentGazette)に掲載（論文「失業の測定一
請求者登録と労働力調査一」 [Lawlor,J.andKnedy,C(1992)])されていたが、統合後は、
2つの統計のリンケージとして、 さらに詳細な接合の研究がなされ、 1997年にP・ピースの
論文「失業関連給付の請求者のLFS推計:ONSの記録リンケージ研究の諸結果」[Pease,P.
(1997)〕が「労働市場動向」誌（1995年より、EmploymentGazette誌は、labourMarket
Trend誌に改編された）に掲載されている。ここでは、前者の比較表については、1990年の
比較表（〔岩井（1993)〕で紹介した表。1992年の比較表までは、基本的枠組みが同等の比較
表である)、後者について、 リンケージ研究の前後の比較表（図II-1の比較表、表II-1の
比較表）のみを掲載する。詳しくは、別の機会に考察したい。
（1）労働力調査の基本的概念と方法への批判
1 ) Rレビタスのサーベイ論文[Levitas,R.,(1996)]において、労働力調査について、
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図Ⅱ-1 ILOの失業尺度と比較した月別申請者数（イギリス、1990年春)(1989年からの変動率）
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次の批判的論点が説明されている。労働力調査は、個人の世帯を調査対象とする標本調査な
ので、次のような論点をもっていることを指摘する。①個人世帯の外で生活者一ホテル住い
の者、住所不定の者など－は除外される。②調査結果には標本誤差を伴う。③使用される定
義と質問の構造は、合理的には失業者とみなされる者も除外される （例えば自営業者の多く
は、何らかの仕事く無給家族従業者と同様であっても>）に従事しているので、失業者には
算定されない)。④個人について得られた情報は、完全に正確ではない。問題は、人々が彼
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表Ⅱ－1 改定登録データと既発表数字の比較、イギリス（季節調整済） （単位:1,000人）
496
(出所)Pease,P.(1997)Tablel,p.459
ら自身の状況を故意か他の方法で間違って表現することである。 しかもデータの約30パーセ
ントは代理人の回答者によって提供されることである。 しかし「これらの制限にもかかわら
ず、相異なるグループ別の労働市場活動を研究している者にとって、労働力統計は計り知れ
ない価値がある」 とされていることも指摘されている。
失業の測定尺度としての労働力調査の主要な論点は、使用されている定義から派生してい
る。 「(a)調査週で有給労働をしない(1時間も)、(b)就業を希望する、(c)後に続く2週
間以内に就業可能である。 (d)過去4週間に求職の努力をし、かつまた既に得られた仕事
の開始を待っている｣。これらは国際基準であるILO基準の規定から派生しており、特に就
業者の規定における1時間基準の問題が批判されている。そして、 ILOの定義による失業者
の数字と請求者登録の数字には大きな乖離はないが、 しかしこれは請求者登録が近似的に正
確であることを意味しているわけではない。 2つの統計系列には、 2つの区分されるカテゴ
リーがある。①ILO基準の非失業者（登録者の約1/3)と②非活動的人口（｢過去4週間に
積極的に求職していない者は、就業可能でない者のように、失業者よりは経済的非活動的で
あるとみなされる｣）がある。経済的非活動等の労働力と非労働力の境界にある区分の暖昧
さの諸問題があり、論議されている。R.レビタスは、経済的非活動と規定される者の多く
は失業者とみなされることを指摘する。労働力調査における、就業可能でない理由、非求職
の理由についての設問の結果はすこぶる「ジエンダー的」である。すなわち、その多数が女
性の就業・不就業に係わっている。労働力調査では、 「就業希望・非求職者」は失業者とみ
30
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なされずに、 「経済的非活動」すなわち求職意欲喪失者（適当な仕事がないと思いこんで求
職しない者）に分類されている。 1992年の非求職についての予備調査において補足調査が追
加（1991年の質問事項）され、先週の非求職の主な理由として、学生、長期の病気または障
害、家族／家庭の仕事、退職、仕事の希望／非希望、働ける仕事がないと思いこむ、 また求
職していない、その他の理由が挿入された。 1992年の労働力調査の改訂により、設問も変更
された。調査時に「回答者は、過去4週間に求職していないにもかかわらず、常用の有給の
仕事を求めているか、 フルタイムかパートタイムかが質問される。回答により、過去4週間
になぜに仕事を希望しなかったか、なぜに求職しなかったかが質問される｡」 （設問159-61）
以前の調査よりは就業希望・非求職の意味はより明確になったが、 1992年以前のデータとの
継続性には問題があることが指摘されている。さらに労働力調査は、世帯を対象とする意識
調査なので、 このように詳細な設問すること自体の科学性に疑問が投げかれられている （同
上、 pp.52-56)。
2)Rトーマスは、政府統計局によって進められている労働力調査の充実・発展を、追
加情報の提供としては一定の評価をするが、実際の失業給付の申請・登録による請求者登録
をより重要視し、雇用・失業統計としての請求者登録統計を擁護している。そして政府統計
局による労働力調査と請求者登録統計とのリンケージの研究を批判的に検討・利用して、現
実の雇用動向を示す雇用統計（源泉課税と国民保険料の記録） と請求者登録統計を標本設計
の一部に組み入れて、労働力調査の枠組みと調査内容を改変（請求者登録統計に連動できる
ように調査項目も再検討）することを提案している ['IYlomas,R(1999)]。
Rトーマスは、ILO基準の労働力調査の基本的概念と方法に一定の批判を加えるととも
に、労働力調査と請求者登録のリンケージの研究をベースに、 2つの統計の諸結果とその基
本的な諸カテゴリーの比較分析によって、労働力調査における「失業者の中の失業給付を請
求していない者」 (LFS非請求者）のグループの数の安定性を抽出し、それが労働力調査の
非敏感性を表示していると批判する。労働力調査がILO基準による国際比較を目的として
調査であり、労働力調査の基本的概念と方法の問題（一定年齢以上の人口についての就業
者、失業者、非活動人口の基本的なカテゴリー区分、就業者の1時間カットの問題、求職意
欲喪失者などの非労働力の問題、標本調査法の限界、等）を指摘するとともに、特に労働力
調査の調査対象である世帯（回答者）の態度、意識の問題を指摘する。 「人々は仕事を得る
ことに楽観的な時は求職に積極的に行動し， その結果ILO基準の失業者になる。人々が仕
事を得ることに悲観的な時は，求職意欲を失い, ILO基準で広く測定されるように，失業者
に数えられない。 ILO基準の調査は，基本的には，態度を測定しているのであり，そのよう
にして得られる統計の信頼性には問題がある」 （同上、 p.331)。この労働力調査の回答者の
31
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態度、意識に関する調査の問題点の指摘は、労働力統計の成立期に、C.D.ロングに提起さ
れた労働力調査への基本的批判[Long,C.D.(1944)]と同一線上にある批判である。C.D.
ロングは、労働力調査が回答者の求職基準（求職テスト）を前提とした統計的測定の方法に
すぎず、求職の意識そのものが、回答者の経済的諸条件に左右されることを鋭く指摘してい
る〔岩井浩（1992)、p.223-224、参照〕。
R.トーマスは、図II-2で、「就業中の労働力」 (theWolhOrceinEmployment:WiE国
図Ⅱ－2 イギリスの雇用(1979～97年）労働力調査､就業中の労働力系列､国民保険拠出者数。
(100万人）
27
26
25
24
23
22
1978198019821984198619881990199219941996(年）
（注）労働力調査(LFS)の雇用系列は､13週間にわたり実施された世帯調査に基づいている｡LFS系列は、
四半期にわたる就業者の平均数を測定している｡1980年と1982年には労働力調査は実施されていな
かった｡1984年から1992年には、春の四半期（3月、4月、 5月）にのみ実施され､1992年以降は毎
四半期に実施されている。
国民保険料(NationallnsuranceContributions:NIC)系列は年間(4月に終了する会計年度）の
どの時点かで保険料を支払った雇用者と自営業者を対象としている。 したがってNIC系列によって
記録される人数は、 どの時点でも納付者の人数を超過するであろうことは予測されうる｡NIC系列は
会計年度の終了後、約18カ月で公表される。他の系列と比較しやすいように、図のNICの数字は、
前年の9月に中心が置かれている。政府統計サービスは、 「不連続」が1983年に労働力調査の雇用
系列に導入されたと述べている （このことは､1981-84年にかけてのWiE系列とLFS系列の比較から
は明確ではないけれども)。また政府統計局は､IFS系列とNIC系列の間の不一致は、図によって示
されたよりも「かなり小さい」ものであると述べている (Pease,1998,pp.62-63)
LFS系列は週1時間以上就業したすべての人々を対象としているが､1997年には90万人以上の人が
2つ以上の仕事をもっている｡WiE系列は、人数よりも仕事を数えるが､1977年には、源泉課税の標
本フレームによってカバーされていない100万ほどの仕事が見過ごされている｡LFS系列とNIC系列
の間の食い違いは完全にはなくならないだろう (Thomas,R.1997を参照)。しかしこの問題は、現
在、政府統計局によって進められている調査研究で継続されている。
労働力調査の数字は「労働市場動向」誌からのものである｡NIC系列は毎年の社会保障統計から引
用されている｡NIC系列は前に遡る改定に従っている。この表は各年の最新の公表された数字を示し
ている。
(出所)Thomas,R(1999)Figure37.2,p.330.
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民保険料を支払っている人の数）系列と比較して、労働力調査における雇用（就業者）が雇
用の実態を必ずしも十分に捉えていないことを表示する。 「1992年以来、労働力調査は雇用
統計の主要な資料になっており、就業中の労働力系列よりも重視されている。 というのは、
労働力調査系列は仕事の数よりもむしろ人の数を数えているからである。労働力調査の大き
な特徴は、国民保険や請求者登録システムとまったくかかわりなく、国際的な目的のために
企画されていることにある」と批判する。 「労働力調査の一つの手抜かりは、雇用において
回答者が国民保険料を支払っているかが質問されないことである。労働力調査で作成された
雇用統計では、それゆえに『ほんとうの』仕事と他の仕事とみなされるものとの間の明確な
区分がない」ことにあるとする（同上、p.328)。
Rトーマスは、 さらに労働力調査と請求者登録の比較において、失業系列の代替的尺度
（トーマス自身の用語）を検討している。 「国際労働機関／労働力調査［以下, ILO/LFSと
略す］の失業系列で用いられている基準は請求者登録で用いられている基準と3つの側面で
異なっていることを指摘する。 「第一に, ILO/LFS基準では，週1時間以上働いていると回
答したすべての者は就業している者に分類される。しかし請求者は，給付の請求の資格を失
わずに，低賃金で短い時間働くことが認められている。 ILO/LFS基準では，就業している
● ● ● ● ● ● ●
と数えられる請求者は就業中の請求者と言われている。これは，失業統計系列の代替的な測
定尺度-AltemativeMeasureofUnemployment(AMU)統計一と呼ばれるものの一つであ
る。第二に, ILO/LFS基準で失業者に数えられるには，過去4週間に求職の積極的な行動
をしなければならない。このことは，労働力調査系列が例えば「求職意欲喪失者」 と呼ばれ
● ● ● ● ●
る者を含まないことを意味する。…このような求職意欲喪失者は,AMU統計で非活動的請
● ●
求者と呼ばれるものの例である。第三に, ILO/LESの統計系列は労働年齢の全人口を対象
●●● ● ● ●
にしているので，失業給付を請求している無職者-AMU統計ではLFS請求者と呼ばれる
●●● ● ● ● ●
－と失業給付を請求しない無職者-AMU統計ではLFS非請求者と呼ばれる－とを区別し
ている」 （同上、p.329)。
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
請求者登録(CC)を構成する三つのカテゴリー（就業中の請求者、非活動的請求者、
●●● ● ● ●
LFS請求者）の動向の中で、図II-3の失業の代替的尺度(1984-97年）にみられるように、
●●● ● ● ● ●
LFS非請求者グループ（労働力調査の失業者総数からLFS請求者を差し引いた人数）は、
｢労働予備軍の中で最も上層にいる人々」を表示しおり、その数が相対的に安定的（あまり
変化かせない）であることに、労働力調査の失業実態を捉える一定の限界を見出す。 「LFS
非請求者グループの行動は，雇用水準の変化にたいする労働力調査の統計系列の感度を，請
求者登録それよりは鋭敏でないものにするので， これらの疑問は重要である。労働市場の状
況にたいする不確実さと相対的な鈍感ざは，労働力調査の統計系列が，失業の動向の指標と
33
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図Ⅱ－3 失業の代替的尺度(1984-97年）
（1000人く対数目盛>）
10000
LFS請求者総数＊〆
1000
100
1984198619881990199219941996(年）
（注）図の最上にある実線は請求者登録を示している｡1984-87年の時期には実線の上に､1988年以降は実
線の下にみえる波線は、 自らを請求者であると答えた労働力調査の回答者の総数[LFS請求者総数*]
を示している。その不足は1992年には10%であり､1997年には20%に増大した。
教育・雇用省は､1989-97年の時期では、不足は就業中め請求者と経済的た非活動的請求者のグ
ループに限定されると想定した。しかし1997年に公表された新しい記録のリンケージの研究(Pease,
1997b)では、この想定があまりにも単純化されていたことがわかった。 リンケージの研究は、不
足が、回答者のかなりの人数が誤って申請者であると述べたことによって、過小にみられていたこ
とを明らかにした。また不足が､総ての3つの申請者グループーすなわち齢鈴求著[ILO失業者*]
を含む－かかわることを、 この研究は明らかにした。個々の失業者グループで示された統計は、労
働力調査による回答者の人数に関係しているが、彼らが申請者であると答える人数の不足を考慮に
いれて調整されてはいない。
3つの申請者すべてに関する人数は1989年以来、おそらく過小にみられているであろう｡LFS請求
者の人数が過小にみられているので､i於非請求者の数字-LFS失業者総数からLFS請求者を差し引
くことから得られる－は過大にのべられている｡1996年の夏に､LFS請求著の数は20万人過小にみら
れ、 またLFS非請求著の数は20万人過大にみられていた。しかし1996年以前と以後について年次調
整する確かな基準がない。
労働力調査の申請者の人数に関する数字の不足の源は多様な要因による。請求者に関連して良く
知られていることだが、労働力調査には一定の無回答がある。このことは労働力調査の集計手順で
考慮されるが､これは過小に推計されるだろう｡LFS請求者グループの不足は､国民保険免除のみを得
ている申請者が、 自分を申請者であると思わないことに起因している。非活動的請求者と就業中ゐ
請求著グループの不足は､彼らが求職しないがために申請者であることを認めようとしない回答者、
また働いているために申請者であることを認めようとしない回答者に依るものであろう。
1984-92年の時期の数字は、春の四半期（3月から5月）に関するものである｡1992年春から1997
年夏の時期については、数字はすべての四半期を含んでいるが、季節調整はしていない。これら総
てのデータの出所はPease(1997)によるものである。(*印は、岩井が追加）
(出所)'Ihomas,R(1999),Figure37.3,p.332.
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してどれだけ価値があるかという疑問を投げかけている」 （同上、 p.331)。
またRトーマスは、 この道筋を、論文[Thomas,R(1998)]で、「労働力調査は 未利
用の労働予備軍のすべての可能な人員を含む人口を対象にしている。そこでは、労働力への
限界的接触している多数のグループー多数の婦人、不就労不能給付を受け取っている人々及
び早期に退職した多数の人々のような－が含まれている。就業可能基準と求職基準は、 『経
済的活動』 とみなされる人々に、 ILO基準を適用することを制限する。……労働需要が大き
いと、多くの非請求者は仕事をえるが、他の人々は求職によって経済的活動者になるので、
非請求者の人々はあまり変わらないことになる。したがってIFS非請求者グループは、実
際には、労働予備軍の上層の階層をなしている」と説明している （同上、 pp.9-10)。
Rトーマスは、 さらに「労働力調査の改革」 として、 「請求者についての情報を得る補完
的方法は、請求者の記録を労働力調査の一部分に対する標本抽出のフレームとして使用する
ことである」ことを提案し、 「そのような標本のフレームに基礎をおくインタビューは、回
答者と、回答者の請求状態についてインタビューをする人の双方によって受け入れられるこ
とを考慮して実施されるだろう｡」としている。そして「労働力調査は， この章で確認され
た省略と暖昧さを処理するために，修正できる。就業している者については，国民保険料を
支払っているかどうかを質問する必要がある。それは，社会保障省で作成されている統計系
列との食い違いを調整するために， また雇用の一国民保険料を支払うべき仕事か，支払わな
くてよい仕事の両方についての－動向を観測するのに必要である。パートタイム就業者につ
いては，不完全就業にある人口の大きさを適切に推定するために， フルタイムの仕事で働く
意思があるかどうかを質問する必要がある。就業していない者については，仕事をする意思
があるかどうかを確認し，求職と就業の障害になるものの性質について，一連の質問をする
必要がある。これらの質問は，就業の可能性についての非常に暖昧な質問を改訂することに
うまく繋なげられるかもしれない」と述べている[Thomas.(1999)、p.331)｡(提案の詳細
は不明なので、結論部分にのみ触れるにとどめる）
ILO，等でも、国際的にも、調査統計と業務統計のリンクが課題とされており、労働力調
査と請求者登録統計との接合に関するイギリスの一連の調査研究は、検討に値する。
Ⅲ失業の代替指標
イギリスにおける失業統計批判は、失業の代替指標の国際的動向と同様に、失業率の単一
指標の意義と限界についての論議から、公表失業率を代替・補足する失業指標の開発へと展
開されている。イギリスの経済問題、社会問題の研究の特徴は、地域の経済格差が大きいこ
ともあり、全国的規模の研究とともに、地域問題の研究にある。ここで言及する2つの失業
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の代替指標研究においても同様である。一つは、シェフィールド・ハーラム大学(Sheffield
HallamUniversity)の研究グループによって行われた「失業の本当の水準」の研究(Beatty,
C.,Frthelgill,S.,Gore,T.,Herrington(1997)](1991年センサスの利用、1997年は推計値）
でも、全国推計と地域推計があり、失業の地域的格差が明にされる。 2つには、RSGのA
E.グリーンの研究[Green,AE(1999)]でも、独自のU指標試算によって、失業構造の地
位的格差が明示される。
1 失業の本当の水準に関する推計一隠された失業
前節でも言及されたシェフィルード・ハーラム大学(SheffieldHallamUniversity)の研究
グループによって行われた「失業の本当の水準」の研究[Beatty,C.,砿αl,(1997))は、失
業統計の吟味・批判、失業の本当の水準の推計と失業代替指標の論議において、高い評価を
受けている。ベアッテイ達は、論文の冒頭で、次ぎのように失業統計批判を整理してる。
「失業の基本的な公式の尺度である月例請求者登録は、最早、信頼に値しないことは不幸
なことである｣。失業統計への批判は、 「アカデミックな分野」 [Wells,J.(1995)]、「失業単
位(UnemploymentUnit)｣(民間の調査研究機関)、[Convely,P.(1996)]のような独立の
調査機関から、王立統計協会[RSS.(1995))のような機関までに及んでいる」[Beatty,C.,
鉱αﾉ.,(1997)p.5]。「請求者登録は、仕事がなく (outofwork)、失業関連給付の請求をし
ている者の数を正確に測定していない。…最もよく引用される理由は、失業関連給付を受給
する適性が制限されるようになっていることにある｣。1980年代初頭以来、30以上の重要な
変更があり (Cregg)、1996年には、資産調査のない失業給付の期間は、12ケ月から6ケ月
に縮小され、同10月には、Jobseeker'sAllowanceで、給付条件の厳しい制限がなされた。失
業しているが、失業給付の申請していない者は、公表失業者数から排除されている。
公式データの他の資料として、労働力調査があり、その調査結果の失業者は、請求者登録
の失業者とりも多少高い数字になっている。 ILO基準の労働力調査の方が、請求者登録より
は、批判がすぐないが、最近、 「労働力調査で使用されている定義が、失業数字の誤った判
断を生み出していること」が、次第に知られてきた。 「多数の個人が失業関連給付から切り
離され、救済の他の形態、特に疾病関連給付に転換されるという社会保障制度における自動
装置がある。従って、 これら人々は、請求者登録から脱落し、労働力調査では含まれている
が、 『病気』、 『早期退職』、 『家事の世話』、 または「求職意欲喪失者』 として記録されてい
る｡」これらのグループは、失業が隠されている諸形態である[Beattye畑I.,(1997)
pp.6-7]・
ベッアッテイ達は、 1991年の人口センサスの結果をベースに、失業が隠される要因とし
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て、①失業給付を申請しない失業者、②政府計画従事者、③早期退職者、④長期疾病者を挙
げている。①失業給付の資格があっても、さまざま理由によって失業給付を申請していない
失業者が対象であるが、例えば離職から6カ月後に資産調査のある給付の資格は、個人の状
況よりも、世帯の状況に依存している。フルタイム働いているペアの男性と女性は、資産調
査のある失業給付の資格がない。給付の不適正は女性の間で広がっている。②政府計画従事
者は、従来、就業者に参入されていたが、 これらの者は、失業救済事業の一環として考える
べきである。③早期の退職は、個人にとっては歓迎すべき面があるが、適当な仕事がないの
で、早期に退職する者は、隠されてた失業の一つの形態とみなされる。④2つの給付システ
ムがあり、一つは、失業給付（現在は、 Jobseeker'sAllowanceの形態）であり、資産調査が
あるが、他方は、疾病に関連する給付（現在は、不就労給付IncapacityBenefitの形態）は
資産調査がない。失業者が疾病給付の受給を選択する傾向は良く知られた事実である。長期
疾病者では、 この傾向はより強いであろう。
「隠された失業」に言及したグリーンの説明によれば、次のように要約されている。 「労働
市場の動向が複雑であるので，従来使用されているものより広範囲の統計が新しい「現実」
を把握するのに必要になった。これまでは， ほとんどの論争が失業と無職の測定に焦点を当
ててきた。あるグループの調査研究者は，地域レベルでの失業給付の請求者登録の測定を前
● ● ● ● ●
提にして，本当の失業を数えあげようとした[Beatty鉱αI.,(1997)]。そのグループの研究
方法は， 4つのグループの隠された失業を加算することであった」[Green,A.E(1999)、
p.318]・
表Ⅲ－1，表Ⅲ－2にみられるように、ベンチマークとして1991年人口センサスをベース
に、隠された失業、 「本当の失業」の推計は、以下の4つの「隠された失業」を加算する方
法で算定されている。①失業しているが、失業給付を請求していない者。人口センサス（ま
たは労働力調査では、労働力調査の失業者から失業給付の申請登録者を引いた差として、そ
の超過数が測定される。②政府計画従事者は。これらの者は、従来のカテゴリーでは、雇用
者に分類されるが、前述のように、失業の一つの形態とみなされる。③早期退職者の超過
数。イギリス南東部の早期退職者数について測定される （不況の谷にあった1991年に最も低
い失業の地域の一つであった)。④長期疾病者の超過数。ベンチマークとして南東部の1991
年人口センサスで記録された長期疾病者の数を使用される[Beatty鉱αﾉ.,(1997)pp.19-23)
老齢等による退職者は，労働市場の状況によって，早期に退職させらせる傾向がある。ま
た長期疾病者は，失業給付（資産調査あり）よりは障害給付（資産調査なし）を選択する場
合が多いので、失業者としてあらわれない場合がある。早期退職者と長期疾病者には，失業
が隠されている（潜在化している）場合がある。隠された失業指標の算定では，失業の低い
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表Ⅲ－1 失業の代替指標(GreatBritain),1991年4月
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(人）
男性 女性 総数
請求者登録 2,100,0001,592,000 507,000
隠された失業
超過「センサス失業者」
政府計画従事者
超過「早期退職者」
超過「長期疾病者」
114,000
216,000
75,000
360,000
258,000
124,000
29,000
193,000
371,000
340,000
104,000
553,000
本当の失業
失業率：
3,468,0002,357,000 1,111,000
請求者登録
(経済活動に占める％）
8.110.6 4.6
本当の失業
(経済活動十隠された失業に占める％）
13.015.2 9.9
(資料)NOMIS,人口センサス，著者の推計
(出所)Beatty,C.〃αJ.(1997),'Iablel,p.20
(人）表Ⅲ－2 失業の代替指標(GreatBritain),1997年1月
総数男性 女性
請求者登録 1,837,0001,407,000 429,000
隠された失業
超過「センサス失業者」
政府計画従事者
超過「早期退職者」
超過「長期疾病者」
270,000
150,000
30,000
450,000
340,000
400,000
100,000
1,260,000
60,000
260,000
80,000
820,000
本当の失業
失業率：
3,950,0001,330,0002,620,000
請求者登録
(経済活動に占める％）
7.13.99.4
本当の失業
(経済活動十隠された失業に占める％）
14.216.4 10.9
(資料)NOMIS,人口センサス，著者の推計
(出所)Beatty,C・〃αJ.(1997),'IHble2,p.23
イギリス南東部では早期退職者や長期疾病者は相対的に低い水準にあるので， この水準を超
過する人数は隠された失業とみなされて加算されている。
表Ⅲ－2は、表Ⅲ－1の1991年データを、他のデータによって、1997年表にアップデートし
た表である。 1997年1月には失業の「本当の」水準（推計値）は，請求者登録者が184万人
(7.1)％であるのに対して，395万人（14.2％）であった。「これらの数字は、現代の失業も理
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解の中心をなすものであると思われる」とベアツテイ達は述べている。 （同上、 p.23)
また表Ⅲ－3の失業の代替的尺度（地域別一失業率と本当の失業率の比較、 1997年）と表
Ⅲ－4の失業の代替的尺度（地域別一本当の失業率、最高と最低の地域。1997年）は、失業
の代替的尺度（地域別）の1997年表（地域推計表）である。請求者登録の失業率と「本当の
失業率」を比較・対照すると、その地域的格差がより明瞭に表示されている。
当然ながら「隠された失業」の諸グループの正確な定義と測定については， さらに議論す
る論点が残されている。ベアッテイ達は、 「隠された失業のわれわれの定義は、完全に雇用
された経済において就業していることが合理的に期待される人々を数えている。これらの
人々は、たまたま積極的求職しているか、 または失業関連給付の請求者であるかどうかで算
定されている。反対に、請求者登録は請求者だけを含めるようとするし、労働力調査で使わ
れている失業の定義は、積極的求職者だけを対象にしている」とベアッティ達は、説明して
いる（同上、 p.26)。彼らは、この調査研究をめく､る批判に対して、 3つの定義の問題があ
失業の代替的尺度（地域別 1997年1月）表Ⅲ－3
(出所)Beatty,〃αl,(1997)p､25
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請求者登録（％）
男 女 総数
本当の失業（％）
男 女 総数
SouthEast 8.7 3.9 6.7 12.4 8.8 10.9
EastAngha 7.3 3.5 5.8 11.3 9.3 10.5
SouthWest 8.1 3.8 6.3 13.0 8.4 11.1
WestMidlands 8.8 3.9 6.8 15.311.113.5
EastMidlands 8.2 3.5 6.2 14.4 9.9 12.5
YOrkshireandHumberside10.5 4.1 7.8 18.511.715.6
NoIthWest 10.2 3.8 7.5 21.214.418.3
Northern 12.4 4.3 9.0 23.915.620.4
Wales 10.6 4.2 7.9 24.017.521.3
ScoUand 10.8 4.1 7.9 20.614.918.1
イギリス全体 ’ 9．4 1 3．9 1 7．1 1 16．41 10．91 14．2
最
■二
局 (％） 最 低 (％）
MerthyrTydfil 33.4Hart 3.1
uverpool 32.0Wokingham 4.0
Knowsley 31.8SurreyHeath 4.1
Rhondda 31.6Woking 4.1
Easington 31.2IbstValley 4.3
BlaenauGwent 31.1BasingstokeandDeane4.5
Glasgow 30.6Harborough 4.5
Port'Inlbot 30.5Uttleshrd 4.5
CumnockandDoonValley 28.7Wavedey 4.5
Hackney 28.7Horsham 4.6
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ることを挙げている。第一は、政府計画に従事している者を失業者に算入すること。第二の
定義の論点は、子供の養育または専業の家事にたずさわっている女性に関することである。
第三は、ベンチマークとして、 1991年4月のイギリス南東部を使用したことである。ベンチ
マーク問題について、 「南東部は、イギリスで最も反映した地域として、広く知られている。
この地域で、長期の経済的ブームの終わりに一般的にみられる『長期疾病』 と 「早期退職』
の低水準は、完全雇用経済で達成されうるものへの良いガイドである」からであると彼ら
は、説明している （同上、 pp.28-29)。調査研究の結論として、「本当の失業の水準のわれわ
れの推定がなしたことは、 2つの位置の間の架け橋を架けることである。公式の数字は、請
求者の数、 または積極的求職者の数を測定している限り正確である。しかしこのことは、 も
はや失業問題のすべてではない。公式に算定される者以外に、失業と給付システムよって労
働市場の厳しい限界(margins)に追いやられている人々のより広い部隊が存在する。彼ら
は失業者であるが、 もはや公に算定されものではなく、隠された失業者である」とされてい
る（同上、 p.33)｡AE.グリーンによると、推計には論議されるべき論点があるが、「鍵と
なる論点は， 『本当の』失業の水準が請求者登録によって測定された失業水準よりも著しく
高く推定されることである」と評価している。
ベアッテイ達の「隠された失業」の解明と「本当の失業」の試算は、個々のカテゴリーの
区分と推計の方法、 またベンチマークとしての「イギリスの南東部」の諸指標の基準の代表
性、等について、一定の批判はあるものの、公式の失業率に表示されない、隠された失業の
諸要因を明らかにし、失業率に代替する「本当の失業率」を推計している点において、大き
な評価を受けている。
2 失業の代替指標の試算
RSGのAE.グリーンは、公表失業率を補足する尺度として、労働力の労働市場への参加
の度合いを測る「より幅広い」失業の測定尺度の必要性を提起している。労働市場の構造的
変化は、従来の労働力状態の区分を暖昧にし、労働力の参加の程度を多様化し、新たな失業
の代替指標の策定、開発を促している(Green,A.E.(1999)]・
グリーンは、失業の代替指標の検討に入る前に、現代の雇用構造と労働市場の構造的変化
によって、図Ⅲ－1にみられる労働力調査における雇用，失業，非活動の伝統的なカテゴ
リー区分（主要区分と副区分）の境界が、 ますます暖昧になっていることを指摘する。労働
力の労働市場へ参加、接触の度合いが、 これらのカテゴリーにおいて、異なり、かつ錯綜し
ている。 「これらの動向の結果として，労働と非労働の形態が非常に多様化し， ますます多
くの人々が，不規則な仕事に就き，不連続な雇用形態で働いている。労働市場の状態が大き
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人 口
ILO基準の
失業者i就業中 経済的非活動
フルタイ
云求職か
特に指定
なし
政府援助
計画。雇
用計画
パートタ
イムのみ
求職
無給家族
従業者
就業を希
望しない
パート
タイム
フル
タイム 就業希望
フルタイ
ムの仕事
をみつけ
ることが
できない
フルタイム
の仕事を希
望しないし、
就業可能で
はない
非求職で
かつ就業
可能でな
い
求職して
いるが就
業可能で
ない
非求職だ
が就業可
能
図Ⅲ－1 雇用，失業，非活動の従来のカテゴリー区分
(出所)Green,AE(1999),Figure36.2,p.316.
く変化したために，雇用，失業および非活動の間の「境界の暖昧さ」が頂点に達している
[Green,AE.(1997)]。この新しい現実は，「フアジー」であり， 「複雑」で「流動的」であ
り，多様である。従来の規定による「雇用｣， 「失業」および「非活動」の周辺には多数の
｢灰色の領域」があると特徴づけられる。さらに，主要な3つの労働市場のカテゴリーにも
これと同様な暖昧さがある」ことを指摘する （同上、 p.317)
グリーンはさらに、 「労働市場の動向の変化に直面して，統計が妥当であるかどうか， ま
た失業の測定に従来のアプローチが適用できるかどうかについて大きな関心が寄せられてい
る。 1990年代半ばには，このような関心の下で，王立統計協会による失業の測定にかんする
再検討(RoyalSta廿sticalSociety,1995b)と下院の雇用委員会(HouseofEmployment
Committee,1996)による雇用・失業統計の調査研究が行われた。これらの失業・雇用統計
の測定にかんする再検討では，以下のことに焦点をあてた3つの主要な論点が取り上げられ
た」ことを指摘する （同上、 pp.317-318)
第一は、 「データの出所」であり、請求者登録と労働力調査の比較対照である。ここでは
主要な論争は，調査資料（労働力調査） と行政資料（失業者の請求者登録）の有効性に関わ
るものである。失業給付の請求者登録の「不正」な操作（政治的行政的目的のために操作さ
れた）にたいする非難は, 1990年代を通じてなされたが…，同時にその非難は否定もされた
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(RSS,1995)ことが指摘されている。第二には、 「定義の諸問題」であり、特にカテゴリー
の境界線に関する事例の分類が問題とされる。 「採用される失業の定義の範囲は， その出所
によって一様ではない。例えば労働力調査で失業者として記録される者と請求者登録で失業
者として記録される者とは，異なるものとして区分されるし， また重なり合う人口グループ
でもある。そのため，失業者の数の推定とその構成は，用いられる定義の範囲によって変
● ● ●
わってくる。論争はまた，誰が失業者として数えられるかから，誰が失業者として数えられ
● ●
るべきかへと広がりをみせている」ことが明にされる。第三は、失業の「解釈」にかんする
諸問題であり、労働市場全般の情勢についての指標の意義が問題とされる。
グリーンは、 さらに「概念的にも実用的にも，失業の『真実の」測定尺度がひとつだけで
は不備であるので，失業の代替的な測定尺度を使うほうがよりよいと思われる。労働市場を
分析するさまざま目的に役立つように，累積的また重複的な一連の測定尺度を作りだし，利
用可能なデータ・ソースを処理することで， より弾力的な（おそらくより現実的な）アプ
ローチが可能になる」ことを提起し、その事例研究として、失業の代替指標の国際的な基準
研究の一つであるアメリカのU指標（新U指標－6つの指標）を挙げるとともに、イギリ
スの事例研究として、グリーンとハスルック (Green&Hasluck,1998)の労働力調査による
地域規模の労働予備軍の代替指標の試算を紹介している（表Ⅲ－5と図Ⅲ-2)｡[Green,A.E
(1999),p.319-322]
労働予備軍の代替指標は、表Ⅲ－5にみられるように、以下のカテゴリー区分からなって
いる。U1は「ILO失業者｣、U2は「U1+政府支持教育と訓練プログラム中の者｣、U3は「U2
＋仕事がないと信じて、就業希望で非求職である非活動の者｣、U4は「U3+就業希望で非求
職、かつ就業可能である非活動の者｣、U5は「U4+就業希望で非求職かつ就業不能である非
活動の者｣、U6は「U5+就業希望である総ての非活動の者｣、U7は「U6+フルタイムの仕事
(人）表Ⅲ－5 イギリスの労働予備軍の代替指標
総数a
1995年春定 義指標
U1 1LO失業者
U2 U1+政府支持教育と訓練プログラム中の者
U3 U2+仕事がないと信じて、就業希望で非求職である非活動の者b
U4 U3+就業希望で非求職c、かつ就業可能である非活動の者
U5 U4+就業希望で求職かつ就業不能である非活動の者
U6 U5+就業希望である総ての非活動の者
U7 U6+フルタイムの仕事を見いだせないパートタイムの者
2,436,000
2,727,000
2,820,000
3,615,000
3,897,000
5,027,000
5,821,000
(資料）データは労働力調査から作成。
（注) a l6-64歳の男性と16-59歳の女性
b求職意欲喪失者（非活動で就業希望である者）
c いかなる理由でも求職意欲を喪失している者ではない
(出所)Green,G.(1999),nble36.1,p.319.
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鬮
マージサイド イギリス ウェールズ 南東部
図Ⅲ－2選択された地域での労働予備軍の選択的指標
(出所)Green,G.(1999)Figure36､4,p.322.
をみいだせないパートタイムの者｣。
表Ⅲ－5で規定されている労働予備軍の指標は、図Ⅲ－2では、イギリスの3つの対照的な
地域での労働予備軍にかんする代替的な測定尺度で示されている。 「3つの地域とは， マー
ジサイド（イギリスの全国平均以上の高失業が続いていることに特徴があり，長期にわたっ
て衰退している地域経済)， ウエールズ（イギリスの伝統的な不況地域の一つであるが，近
年は失業率が下がり，全国平均に近づいている)， ロンドンを除く南東部（伝統的に最も繁
栄している地域）である。イギリス全体をみると， これらの地域では, U1(ILO基準の失
業率）でみると，今述べた順に下がっている。きわめて明確なことは, ILO基準の失業者
(U1)の割合では，ウエールズの労働年齢人口は， イギリス全体のそれよりもやや低いが，
より幅の広い指標全体(U2-U7)でみると，ウエールズの労働予備軍の割合は，すべてにお
いてイギリス全体よりも高くなる。その差は， ウエールズで非活動者の割合がとくに高いこ
とを反映して,U4とU6で非常に大きい。…すべての指標において，マージサイドの労働予
備軍はイギリス全体よりは大きいが，一方ロンドンを除く南東部の労働予備軍は，すべての
指標において，全国よりも小さい」 （同上、 pp.321-323)。このように失業の代替指標(U指
標）によって、公表失業率では隠蔽されている失業実態、その地域的格差の特性が明にされ
ている。
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おわりに
本稿で、イギリスの事例を取り上げたのは、失業統計が形成される歴史的舞台が、社会保
障の先駆であったイギリスであり、 2つの失業統計系列一請求者登録と労働力調査一をめくﾞ
る吟味・批判、その比較、統合、その批判的利用についての歴史的な論議が展開されてきた
からである。また2つの統計系列の統合とその批判的利用の検討は、国際的な課題になって
いる調査統計と業務統計の統合の課題にも関連して、 日本における労働力調査と職業安定所
統計を検討する素材を提供するものであるからである。
イギリスでは、 2つの失業・雇用統計すなわち失業給付の請求者登録(ClaimantAccount:
CC)と世帯を対象とする労働力調査(LabourForceSurvey:LFS)があり、政府統計局の
『労働市場動向』誌に公表されている。失業救済の手段として形成されたイギリスの失業統
計、特に請求者登録統計（失業救済関連給付の請求者の登録記録＝行政記録の産物）は、欧
州諸国の中でも、歴史的に重みある統計である。失業給付に関する政府業務の記録としての
業務統計での請求者登録は、政府の社会保障政策の変化、失業関係給付の行政的変更にとも
ない、その対象反映性、連続性が問題にされてきた。政府統計局(ONS)は、他方では、
労働力調査を、その規模、継続性、その方法においても発展させ、労働市場研究の関係者や
政府統計関係者からも、労働力調査を失業統計の基本数字に据えることが提唱されている。
（1）イギリスにおける失業統計､特に請求者登録統計に対する批判は、1979年にサッチャー
が政権を握った時の公式失業レベルは129万9,300人、それが1982年1月には、300万人に達
した。 1970年代以降のイギリスの失業統計、失業率の批判にかんする論文の多くは、失業保
険給付に関する請求者登録統計の吟味・検討に関するものである。サッチャー首相の命令
で、 レイナー卿(SirRayner)を長として、政府行政組織の合理化が検討され、その報告書
(｢レイナー報告｣）をうけて、1980年に請求者登録の大きな改変がおこなわれた。それまで
職業紹介所での求職者の数が請求者登録の数として算定されていた請求者登録は、 1982年11
月より、登録のコンビュター化にともなって、職業紹介所への失業給付の登録が必須要件と
され、請求者登録の数は大きく制限された。失業統計が、失業給付に関する政府業務の記録
としての業務統計であるので、政府の社会保障政策の変化、失業関係給付の規定の行政的変
更にともない、失業の規定とその範囲は、政策的に変更され、請求者登録統計の対象反映
性、連続性が問題にとなり、その後も失業統計批判の論議が積み重ねられてきた。
本稿では、 これらの失業統計批判論争を背景に、 1節において、失業統計批判と失業の代
替指標をめく､る国際的動向とイギリスの失業統計研究の検討課題について概説し、 II，Ⅲ節
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においては、イギリスの失業統計批判と失業の代替指標に関する批判的統計研究者の諸論点
を紹介、考察した。イギリスにおける批判的視点にたつ統計研究、 またその流れで大きな役
割を果たしているラディカル統計学グループ(RadicalStatisticalGroup:RSG)の研究を中心
に、失業統計批判と失業の代替指標に関する諸見解を紹介、考察した。
1節で、RSGのHサウスオールの失業と困窮に関する統計の研究の事例にみられるよう
に、社会的生産物としての統計数字は、それが生産された歴史的社会的規定を受けているの
で、統計および統計の時系列的研究においては、統計数字をその歴史的社会的諸規定との関
係において、吟味・検討し、解釈することが重要であることに言及した。
II節では、イギリスの2つの失業統計系列の吟味批判そのリンケージ、比較・接合の研究
の批判的利用におけるRSGの批判的視点は、請求者登録をめく、る「密かな動き｣、その「政
治的統計的背景」の分析にみられるように、統計が社会的現実のいかなる反映なのが、その
反映の道筋を、統計の作成と利用を規定している歴史的社会的諸規定（統計の生産過程を規
定している政府の政策目的と社会的諸関係、等の規定）の視点から具体的に吟味・検討する
必要性が明にされた。また労働力統計と請求者登録統計の比較・整合研究の批判的分析に
よって、 「LFS非請求者グループ」の安定性が導出され、それが労働力調査の相対的鈍感性
を示していると指摘されている。それは、労働力調査が、調査世帯の就業・非就業への態
度、意識（積極的に求職か、就業可能か、求職意欲喪しているか、等）の調査であることと
あいまって、統計の信頼性に問題があると批判している。意識調査としての労働力調査の問
題点の指摘は、労働力調査の成立期のロングの批判[Long,C.D.(1944)]と同一線上にあ
る指摘である。労働市場に参加し、求職するか否かが、失業者の判定の基礎におかれてい
る。その求職の意識そのものも労働市場の状況に規定されているからである。
Ⅲ節では、シェフィルード・ハーラム大学(SheffieldHallamUniversity)の研究グループ
によって行われた「失業の本当の水準」の研究[Beatty,C.,砿α/.,(1997)]にみられるよう
に、失業統計の吟味・批判と公表失業率（請求者登録）に代替する指標、失業の本当の水準
の推計指標を提起することの重要性が表示された。公表失業統計（労働力調査）に内在し、
隠蔽されている失業の諸要因一失業していて失業給付を請求していない者と政府計画従事
者、早期退職者と長期疾病者（後者は、モデルとしてイギリス南東部の長期に繁栄している
地域を基準（モデル） として、その超過数）－を抽出し、その加算によって、 「本当の失業
の水準」を測定している。推計の手順には、詳細には論争点もあるが、公表失業率（請求者
登録） と「本当の失業率」との乖離、その地域的格差の実態が解明されている。U指標によ
る失業の代替指標の研究でも同様の諸結果を生みだしている。
これらの失業統計批判と失業の代替指標の諸研究と関連して、特にサッチャー政権の合理
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化政策の手段として公表された「レイナー報告」とその諸結果、失業統計批判論争と統計制
度の改革の、 より立ちいった分析が検討課題として残されている。
（2）本稿では、イギリスの失業統計批判と失業の代替指標について、RSGを中心とする批
判的統計研究者の諸説を紹介、考察をおこなったが、 1節の問題の所在を中心に触れたよう
に、関連するイギリスの失業統計批判の検討課題と諸論点に言及した。労働力調査の基本的
概念と方法（調査週の労働力状態、失業の3条件、等の規定と測定方法）は、アメリカにお
ける1930年代のニューデイール政策、特に失業救済と失業救済調査の過程において形成さ
れ、 1940年合衆国人口センサスで労働力調査方式として形確立された。第2次大戦後、完全
雇用政策の手段として労働力調査は体系化され、 1LOにおいて雇用・失業統計の国際基準と
して採択された〔岩井浩（1992)、参照〕･労働力調査の基礎にある失業概念（失業の3条
件、等）の規定は、歴史的には、その先駆しとしてのイギリスの失業救済と失業統計（請求
者登録）の形成と発展、特に失業保険法（1911年）の成立と失業給付の対象の規定におい
て、形成されていたとされる。社会保障の取り組みが世界の先駆として実施されたイギリス
では、 1節で言及したように、失業統計は、貧困救済、失業保険等の社会保障の諸施策との
関係で形成、発展した。救貧法時代の貧困救済と無職者(jobless)、労働組合の救済事業と
しての失業救済と失業統計、産業革命と資本主義の発展、近代的な賃金労働者と失業者の成
立、失業保険制度と請求者登録統計の発展、両大戦間における失業統計の変遷、戦後の失業
保険制度と失業統計の変遷、発展、等々である。イギリスにおける失業統計、請求者登録統
計の基本的概念と方法の形成に関する歴史的理論的考察は、今後の研究課題の一つである。
イギリスの請求者登録とアメリカの労働力調査における基本的諸概念と方法の形成、その相
互関係の歴史的研究が、課せられた論題である。
注
1）求職意欲喪失者は、労働力と非労働力の境界にある「周辺労働力」の主要なカテゴリーであり、アメ
リカでdiscouragedworkersの問題として長く論議されてきた区分である。アメリカでは、1967年以前
には求職意欲喪失者は失業者に分類されていたが、 67年以降は、非労働力人口における就業希望・非求
職の1つの形態に分類された。労働力調査のコンピュータ調査へ以降に伴い、1994年にCPSの一定の
改訂をおこなった。労働市場への限界的接触層(marginallyattachedgroup)を確証するために、就業
可能性を直接に確認する調査項目が失業者の条件に含められ、求職意欲喪失者の規定に12カ月前からの
求職と調査の前週の就業可能の条件が加えられた。カカスティロ[Castino,M.D.(1998)]の研究よる
と、 この改訂により1994年の新求職意欲喪失者は、旧規定の者の約半分に減少した。求職意欲喪失者の
規定の制限は国際的に論議されている。
2)J.バーネットは、著書46IdleHand"[Burnett,J.(1994)]において、「『失業』は、 1888年まで、オッ
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クッスフオード英語辞典に挿入される栄誉をえなかった。…19世紀初頭は、『剰余』または『労働の剰
余』のような用語と同様に、 『就業を希望する』または『仕事がない』のような、 より記述的用語が一
般に使われたようになった。しかし意味は明確であった。正常に働いていて、いろいろな理由によっ
て、仕事を見だせなった人々の存在であった」 （同上、p.3)と述べている。
3）ラディカル統計学グループ(RSG)の歴史的経緯、その活動のあり方については、Statisticsin
Societyの序文と結論で、その概要を知ることができる。RSGの活動は、イギリスの民主的科学運動の
中核であった「科学における社会的責任を考えるイギリス協会」 (SSRS)の1部会として共に発展した
が、 1990年代のソ連の崩壊等の歴史的激動は、イギリスの科学者運動に大きな打撃を与え（上記の協会
の消滅)、現在RSGは、どの組織にも属さない独立した活動をおこなっている。StatisticsinSocietyの
序文（1章）によると、 「ラディカル統計学は1975年1月に始められたが，この運動は第2次世界大戦
の前まで遡る。その最も有力な表現は，バナールの著書『科学の社会的機能』 (J.D.Bemal,TWeSoc"
肋"c伽〃QfScie"ce,1939,[坂田昌一・星野芳郎・龍岡誠共訳，勁草書房,1981年])であった」とされ
る。その中核となったのは、 「1969年に，ベトナム反戦運動に参加した若い革新的科学者たちの新しい
世代の人々が，科学における社会的責任を考えるイギリス協会SSRS)」を創設したことであった。…
「これらの運動は， 1970年代を通じて統合されて大きくなっていった。その最盛期には,SSRSは1200
名以上の会員と，多数の部会をもっていた。それらの部会には， ラディカル統計学グループ(Radical
StatisticsGroup),ラディカル保健統計グループ(RadicalStatisticsHealthGroup)も……含まれていた。
1979年から1997年までの保守党支配下の18年間になんとか活発に活動する会員を維持し，度重なる政治
的敗北を切り抜けて生き残ったのは, RSGだけであった。
RSGの研究活動として、年3回発行のJournal:RadicalStatisticsと年1回の総会（毎年1月）が開催
されている。Journalは、1975年1月に1号が発刊され、現在、2002年夏期号として79/80号（合併号）
が発刊されている。RSGは、'IYleTroikaという3人指導体制をしいており、総会によって定期的に交
代、選出されている。RSGは、最盛期には複数の部会をもっていたが、現在では保健統計グループが
活動しており､最近､有名な著書S.Ke耐son&AMacfarlane(eds.)O"jαﾉHH""S加航jCsA〃〃"噸c〃
G"〃e,Amold2000,を発刊している。RSGの個々のメンバーの学術的研究成果は、StatisticsinSociety
の巻末の参考文献目録で参照できるが、同グループとしての活動は、社会変革を目指す統計批判、統計
実践に主な舞台を置いているとされているが、その研究活動が在野での統計批判でないことは、例え
ば、 イギリスにおけるミクロデータ人口センサスの提供拠点になっているマンチェスター大学の
AngelaDale教授の活動、またRSGのトロイカ体制(3人のリーダー）の一人であったRayThomasが
王立統計協会(RSS)の政府統計部門のSecretaryに就任し、活動しているこ等をみればわかる。RSG
は、現在では公的「学会」の一つとして認められ、政府統計機関、他の研究機関、調査組織と密接な諸
関係をもって活動している (RSGグループの研究業績は、参考文献Ⅵ,参照)｡RSGの紹介は、拙稿
〔岩井浩（2002)〕、参照。
4）レイナー報告『失業している国民への給付の支払い』 [RaynerScrutiny(1980)]では、失業者への失
業給付(unemploymentbenefit)と補助給付(Supplementalyallowance)の支払いに関して、合理化と
経費削減の視点から、その現在の機能の規模（2.5百万人の登録している失業者)、システムの複合性
（失業給付局、社会保障局及び求職センターと、二つの給付一失業給付と補助手当)、行政費用、給付構
造の変動について調査報告し、 81の変更の勧告している。その主要な論点は、失業給付の行政サービ
ス、失業給付の手順にあり、 （1）失業者の3つの政府事務局との関係（必要か）（2）これら事務局の
ペーパーワークと情報の流れ、 （3）失業者が就業かのであるか否かを決める方法、 また欺臓的な、偽り
の給付を防ぐ．方法、の検討にあった（同上、 pp､1-2)。特に「登録、就業可能性とそのレビュー」が検
討され、申請者の就業可能性についての初期テストの導入、 3カ月を越える失業者のレビュー体制の変
47
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内側からの意見』は，政府統計部の役割を基本的に政府自体の機構に役立つものとして描いている。そ
こには，政府統計家たちが， いかなる点からみても，公共の利益のために行動し，全体として社会に奉
仕するという認識はほとんどみられない。CCの『レイナー報告』(RaynerReview)はこの観点をさら
に強め，政府統計家を政治的思考に弱く，彼らをサポートできるかもしれない社会科学者のような政府
の外のグループから切り離された技術者として描いている。GSSの当時の長官は，統計へ社会的ニー
ズが依然として「何らかの重み」があると主張しつつも， 20％の予算削減のおこなわれたこと報告を
し，政府統計サービスは，以前にもまして一層政府に仕えることに専念せざるをえない， と告白してい
る。GSSの『レイナー報告」の主たる効果は，政府統計家たちの士気を喪失させたことにあったよう
に思われる。 『レイナー報告」は，政府統計家たちが， 自分達の行った仕事を正当化できるのは，彼ら
が言われた通りのことだけをすることによるとしている。そのことはより広い観点に立とうとせずに，
彼らの当面の責任にのみ狭く焦点を当てることを意味していた。GSSは，そのサービスの大部分を政
府の部局内で利用してもらえれば， また, CC外の『顧客』へ提供していれば，正当化することができ
る。この雰囲気は，労働力調査という形態で, 1980年代に労働市場統計の主要な展開に大きな影響を与
えた｡」 (Thomas,R(1999),p327-328]
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